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はじめに
今日、経済政策の展開に対して多くの耳目が集まっているのは言うまでもない。流通政
策に関しても一時ほどではないが、注目度は高い。そのことは相次ぐ流通ビジョンの提示
などに端的に表れている１）。
本稿では、バブル崩壊後から90年代に渡って、我が国の流通政策がどのような形で展開
されていたかを分析・検討する予定である。その手掛かりとして、当時どのような政策提
言、とりわけ審議機関においてどのような議論がなされ、またそれがどのような形で提案
されたかを吟味してみたい。
そのため本稿では、バブル絶頂期に刊行された「90年代の流通ビジョン」を採り上げ、
当時の流通の現状並びに流通政策の方向を再考する。言うまでもなく、これらの中間答申
は当時の流通を巡る状況を如実に示しており、わが国の流通政策展開の推移を探り、さら
には今日に語りかけていることを考える上でも、重要なものである。
１．90年代の流通ビジョンの概要
90年代の流通ビジョンは産業構造審議会流通部会（以下産構審流通部会と略称）と中小
企業政策審議会流通小委員会（以下中政審小委員会と略称）との合同会議において、議
論・討論された事柄を纏めたものである。過去の中間答申、特に80年代の流通産業ビジョ
ン以前の中間答申が、産構審流通部会の単独審議内容であったのに対して、「80年代の流
通産業ビジョン」という中間答申以降、産構審流通部会と中政審小委員会との合同会議の
答申という形を採るようになった点は大きな特徴である２）。
合同会議という性格もあり、その委員数は37名に上っている。また、審議会の下部委員
会として企画調査小委員会と制度問題小委員会が設置され、それぞれは18名と19名の委員
から構成されている３）。これらの審議会及び小委員会における議論などの集大成が「90年
代の流通の基本方向について─90年代の流通ビジョン」として結実し、刊行されたわけで
ある４）。
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当然のことながら、この中間答申は小委員会での議論内容あるいは検討結果などが網羅
されているため、330頁にも及ぶ膨大なものとなっている５）。その構成内容をみると、第
１部と第２部よりなっており、さらに第１部は四つの事柄から構成され、他方、第２部は
二つの事柄から構成されている。言うまでもなく、第１部は企画調査小委員会で議論・検
討された事柄が中心となっており、一方、第２部は制度問題小委員会で議論・検討された
事柄が収録されている。なお以下では、紙幅の関係から中間答申の構成のうち、特に企画
調査小委員会でどのような事柄が議論・検討されたかを吟味してみよう。
２．企画調査小委員会による議論・検討事項
企画調査小委員会による議論・検討事項は第１部において採り上げられており、「90年
代における流通の基本方向」という標語で纏められている。具体的には①流通の現状と変
化②流通の現状評価③流通の環境変化と将来展望④流通政策の課題と対応─などという点
について議論・検討されている。これらの検討事項から解るように、現状認識、その評価、
将来展望、そして政策展開という論理の進め方になっている。このような議論の進め方は
流通政策のみならず、多くの政策立案等において採用されているもので、取り立てて目新
しくはない。
しかし、現状認識においてどのような視点・視野に立ち、どのような事柄を分析・検討
するかについては、種々様々なやり方があり、それが政策展開を促進・助長もするし、逆
に事態を悪化・停滞させることにもなりかねない。それだけに、現状をどのように把握す
るかということは、政策立案・策定だけでなく、我々が物事を整理する場合においても重
要なステップである。
このように大切な現状把握だが、企画調査小委員会では５つの事柄に焦点を合わせて議
論・検討している。小売業の動向、卸売業の動向、商店街等の動向、物流の動向、流通業
の新展開というのがそれである。企画調査小委員会による現状認識に関しての検討視角は
決して珍しいものではない。むしろ、ごくオーソドックスな分析・検討方法と言ってもよ
い。これらの事柄は流通を考察する際の重要な視点だからである。とりわけ前４者は流通
を分析・検討する際の重要な枠組みでもある。何故ならば、流通研究における重要な接近
方法を構成するものだからである。
特に小売業、卸売業というのは、流通業を分析・検討する際の重要な視角である。流通
業を垂直的に掌握した場合、必然的に生起する事象だからである。換言するならば、流通
を「業」として垂直的に鳥瞰した時に、生じる事項なわけである。また、それは生産・流
通・消費という一連の把握手法と密接な関連を持つものである。言うまでもなく、これら
の連鎖は決して「上下関係」にあるのではない。むしろ有機的・体系的な繋がりにあると
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言ってもよい。
ただ注意したいのは、小売、卸売という「機能」や「行為」ではなく、「業」として分
析・検討している点である。このことは「80年代の流通産業ビジョン」が流通を「産業」
として捉えているのと、同様の視点と言えるかもしれない。つまり、流通を機能や行為、
さらには現象として押さえるのではなく、「業」として、あるいは担い手や機関の視点か
ら捉えているのである。さらには、それら「業の集合体」、すなわち「産業」として把握
している。このような捉え方は、流通政策対象もしくは客体が流通機関に向けられている
ことの当然の帰結でもある。
どちらにしろ、流通の現状を把握する場合の切り口として、小売業や卸売業に着目する
のは極めて一般的なものと言える。その点では、物流の動向を採り上げていることについ
ても、それ程の違和感はない。何故ならば、流通における二大機能が商流と物流だからで
ある６）。
蛇足ながら言えば、流通の基本機能として情報流を掲げ、流通の三大機能という捉え方
をする向きもあるが、筆者はこのような捉え方には必ずしも賛同できない。何故ならば、
流通機能の整理枠組みとして、基本機能あるいは本質機能と、付随機能もしくは副次的機
能という分類法を採るからである７）。すなわち、商流と物流に関しては流通が本来有する
基本的並びに本質的な「働き」として思料し得るが、情報流は流通に固有のものではない
からである８）。換言するならば、情報機能は他の経済領域においても観られる働きであっ
て、流通独自のものでも、流通に固有のものでもないのである。
では本質機能としてあるいは基本機能として、抽出する際の基準をどのように設定すべ
きであろうか。これは我々が流通政策を立案・展開する場合、非常に重要な事柄となる。
というのは、流通政策を立案・展開する基本的目的は、経済社会の中において流通が円滑
に遂行されているか否か、より具体的に言うならば、経済において流通がしっかりとその
働きを実行しているか、ひいては機能遂行が的確かどうか、という点にあるからである。
この場合、流通機能として本質的あるいは基本的であるためには、次のような条件を克服
しなければならない９）。先ず第１は、「遍在性」ということである。すなわち、全ての流
通活動において必ずしも観られるものではないかもしれないが、代表的なものを採り上げ
た場合には必ず含まれているような事柄である。
第２は「不可欠性」ということである。代表的な流通活動においては必ず存在するもの
であって、それを欠けば最早流通とは呼び得ないような事柄を意味する。しかもその様な
活動は例え担当機関が変化しても、決して変わることのない事柄である。
第３は「経済活動」という点である。言うまでもなく、流通はあくまでも経済活動の一
環であり、経済性という色彩が必要なことは当然である。このことから容易に類推出来る
が、流通政策は経済政策の一領域という性格を有する。
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第４は「特異性」ということである。極めて当たり前のことだが、当該事項に「特異性」
あるいは「独自性」がなければ、その事項は他の事項と同一のものとして扱われ、独特の
地位なり、立場なりを与えられることはない。つまり、同質的な活動であるならば、それ
らは関連諸活動と簡約され、一つの機能として集約されることになる。言い換えれば、
「異質性」ということも機能抽出に際しては重要なメルクマールになるのである。これま
で機能に関して些か紙幅を割きすぎたが、以下では企画調査小委員会の答申を吟味・検討
してみたい。
３．流通の現状と変化
バブル経済華やかりし頃において「90年代の流通ビジョン」では流通をどのように観て
いたのであろうか。そこで、どのような事柄が採り上げられているかということからみて
いきたい。
流通の現状と変化の分析・検討に際して、この答申において「我が国の流通構造は、多
数の中小零細商店の存在
．．．．．．．．．
、店舗密度の稠密性
．．．．．．．．
、流通経路の多段階性
．．．．．．．．．
等の特質を有している
とされてきたが、近年、流通業を取り巻く環境変化とともに、これらの特質にも変化が生
じてきた（傍点筆者）」と述べている点に注意したい10）。
この答申で指摘されている、中小零細商店の存在、店舗密度の稠密性、流通経路の多段
階性などという事柄は太平洋戦争後、産構審の流通部会のみならず、多くの流通論者によ
って、我が国流通の特徴としてよく指摘されてきたものである。中小零細性、過多性、多
段階性、複雑性などという表現に、これらの特徴は凝縮されている。
言うまでもなく、中小零細性とは流通業者の規模が小規模零細であるということを指し
ており、それは往々にして従業者数の少なさ、ひいては従業者規模や販売高の少なさなど
によって示されてきた11）。
過多性とは文字通り事業所数が多すぎるということを示している。しかし、この表現は
多くの問題を孕んでいる。それは何を以て「多過ぎる」というか、という問題である。事
業所の数からみて多いということは言えたにしても、それが「過ぎる」かどうかは別の次
元の問題・事柄である。つまり、多過ぎるという評価を下すためには、何らかの比較物や
基準等が必要なわけである。
多くの場合、人口や国土面積などを基準に語られるが、それにしても購買慣習や機関存
立の歴史などから、当該機関が存立している場合も多く、一概に「多過ぎる」かどうかの
判断は出来ない。その点でも、このような価値判断を含む表現の場合には、その用法に十
分な注意が求められる。
多段階性とは答申文中に流通経路のという文言があるように、財貨の流通ルートが何段
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階にも渡っているということである。よく言われるのは卸売経路についてだが、一次卸→
二次卸→三次卸、あるいは全国問屋→地域問屋→地方問屋、などという卸売経路にそのこ
とをみることが出来る。流通迂回率などということが、卸の多段階性を示す指標として挙
げられているのは周知の通りである。
最後に複雑性だが、我が国の商慣行が曖昧模糊としており、流通経路等も複雑かつ錯綜
しているということを示している。特に商慣行に関しては、諸外国より複雑で分かり難い
という指摘がなされてきた。リベート制度などは、そのような展開の中でよく採り上げら
れるところである。
このように、太平洋戦争後我が国流通の特徴として色々な指摘がなされてきたが、この
答申ではそのような特質に変化が生じていると捉えるのである。そのような認識の下、主
に商業統計調査の結果などを基に、我が国の流通の動向を分析・検討している12）。
具体的には既述のように、小売業の動向、卸売業の動向、商店街等の動向、物流の動向、
流通業の新展開などという５つの事柄を採り上げているが、これらの事項をみると当時、
どのようなことが政策当局の関心を掻き立てていたかも想定出来る。とりわけ商店街等の
動向、物流の動向などが採り上げられている点に注意したい。
就中、商店街等の動向は、大規模小売業の郊外出店により、旧来からの商店街すなわち
自然発生型商店街が停滞・衰退していたことを如実に示すものだからである。換言するな
らば、このことからいわゆる商店街における歯抜け現象、あるいは「シャッター通り」と
いうような事象が進行・増加していたことが解る。
また物流業の動向が採り挙げられている点も注目する必要がある。これまでの答申にお
いても物流分野は幾度となく採り上げられ、さらには物流活動に焦点を合わせた答申も行
われてきたが、この時期においても、なお物流が重要な政策領域であることを如実に物語
っているからである13）。
さらに流通業の新展開として、業際化、国際化、情報化という３つの切り口から、流通
業にアプローチしているのも目を引く。この時期、これら３つの事柄が流通業を語る際の
重要なキーワードになっていたことを彷彿とさせるからである。ではこれら５つの事柄に
ついて審議会ではどのような議論を展開していたのであろうか。答申文を吟味・検討する
ことによって、その議論展開の中身をみてみたい。
（１）小売業の動向
小売業の動向としては大きく２つの点が指摘されている。一つは商業統計調査の結果を
援用しながら、事業所数の減少に言及し、「店舗数の減少傾向は従業者規模１～２人の小
規模商店の減少によるところが大きく、この面で我が国の流通業において構造的変化が生
じているといえる」と主張している点である14）。
155
我が国流通政策展開についての一考察
このような答申における主張は昭和57年、昭和60年、昭和63年に実施された商業統計調
査の結果から引き出されたものだが、事業所数の減少という現象はその後も継続し、今日
に至っていると言ってもよい。特に、従業者数１～２人という事業所数の減少は現在でも
続いているのは周知の通りである15）。
今一つは新しい小売業態の登場について言及している点である。すなわち、答申では
「新業態の伸長が著しい。消費者のライフ・スタイルの変化等に即応して、近年コンビニ
．．．．
エンスストア
．．．．．．
、専門量販店
．．．．．
、通信販売
．．．．
等が年率15％程度のめざましい成長を遂げ、また消
費者の低価格指向等を背景としたディスカウントストア
．．．．．．．．．．
やモータリゼーションの進展に伴
うロードサイドストア
．．．．．．．．．
等も急速な拡大を続けている（傍点筆者）」というように述べてい
るのである16）。
つまり、従来から存在した百貨店やスーパーなどという業態に加えて、消費者の嗜好に
応じた新しい業態が登場していると指摘する。具体的にはコンビニ、専門量販店、ディス
カウンターなどという新業態が登場し、隆盛を示していると分析するのである。正に今日、
小売業態として大きな地位を占めているものが、この時期に相次いで急成長を遂げたこと
が読み取れる。
とは言え、通信販売を別にすれば、その多くは店舗小売業と整理できるものであり、現
在のようにネットショップ等を中心とした、いわゆる無店舗小売業はこの時点ではまだそ
れ程の勢力を示すまでには至っていない。これらの業態は、ある意味、IT技術の進展と
密接な繋がりを有しており、その登場は今しばらくの時間を必要としていたのである。
（２）卸売業の動向
卸売業の動向としては３つの事柄が挙げられている。第１は小売業同様、事業所数の動
きである。ただ卸売業に関しては小売業と異なり、事業所数は増減している。この点に関
して答申は「卸売業の商店数は長期間にわたり趨勢的に増加を続け、昭和63年には44万店
となった。しかし、同年の増加の要因は、生産・資本財関連の卸売業の増加、多頻度小口
配送に対応した事業所の増加等によるものとみられ、小規模卸売店はその主たる取引先で
ある小規模小売店の減少に伴って年々厳しい環境を迎えている」というように分析してい
る17）。
第２は機能遂行の変化である。従来、卸売業は様々な機能を遂行してきたが、その様な
機能遂行にも変化あるいは特化がみられると指摘する。この点に関して答申は「卸売業は、
流通において需給結合、危険負担、金融、物流等の重要な機能を果たしているが、近年消
費財分野を中心に、製造業が卸機能を代替したり小売業が製造段階と直結した取引
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
を増や
す事例が増加し、この面からは流通経路の短絡が生じている（傍点筆者）」というように
述べている18）。
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この答申文において注意したいのは、いわゆる全機能卸から限定機能卸への移行、さら
には他機関による卸機能の代替という点である。すなわち、機能は消滅しないが、担当機
関は変化する、ということである。卸売機能は卸売専業機関つまりは卸売業者だけが遂行
するわけではない、ということである。言い換えれば、今後、卸売業者が存続するには、
特定機能に特化してきめ細かい業務遂行を図るか、あるいは全ての機能を遂行して幅広い
業務を行うか、などという選択肢があることを示唆している。
第３は今後、卸売業が存続していくのに必要な方策もしくは具備すべき事柄などについ
て言及している。具体的には積極的な情報機器の導入、小売店への支援・指導（リーテ
ル・サポート）、新商品情報の提供、商品の共同企画や開発、オンライン受発注の推進な
どといった事柄が提言されている19）。
（３）商店街等の動向
商店街の動向としては二つの事柄が指摘されている。一つは旧来型の商店街の動向であ
る。自然発生型商店街の動向と言い換えてもよい。答申における基本認識は商業集積間の
競争が激化している、というものである。また、それらの競争を乗り切るために様々な取
組みを行っている商店街も散見され、それらの商店街においては「歯抜け現象」もみられ
ない、と結論づけている20）。
一方で、都市部の商店街や一部の地方商店街では、地価の高騰や後継者の欠如などから、
商店街が「歯抜け状態」になり商業集積としての魅力が減退しているものも存在する、と
指摘する21）。加えて、生鮮食料品を中心とする「小売市場」においても同様の傾向が存在
するとしている点は注意しておきたい。この頃より、消費者行動の変化もあり、これら小
売市場の不振が喧伝されるようになっていたからである。
今一つはショッピングセンターの増加である。換言すれば、計画型商業集積の増加が指
摘されているのである22）。ここで注意しなければならないのは、既述の商店街の動向で多
少なりとも繁栄を享受している商店街として、郊外の幹線道路沿いの新商業集積が挙げら
れている点である。これなどは本来、モータリゼーションの進行とともに現出した商業集
積であり、旧来型の商店街とは峻別する必要がある。つまり、商店街を分析する際の視
点・視角が不明瞭なわけである。
（４）物流の動向
物流に関しては３つの事柄が指摘されている。第１は物流の重要性に関しての指摘であ
る。答申では「物流は商品の配送・保管という物理的な機能を通じて流通の重要な役割を
担っているが、近年の物流システムの効率化の進展が流通業の構造変化を促進するうえで
インパクトを与えている」というように述べている23）。
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答申におけるこのような認識に対して、筆者は全く違和感はない。それは輸送・保管を
重要な流通機能として認識しているからである。加えて以前の答申を踏襲しながら、物流
システムの効率化に言及している点は評価出来る。換言するならば、基本的流通機能とし
ての物流機能について的確な判断を示しているとも言えよう。
第２は物流分野における具体的な展開について分析している。ジャストインタイムの物
流への適応、交通体系の整備、物流拠点の立地・規模の見直しなどがそれである。また製
造業における取組み、並びに卸売業における取組みなどについても言及されている。特に、
製造業における物流センターの集約化
．．．．．．．．．．
と、卸売業における小規模な物流拠点の設置
．．．．．．．．．．．
を挙げ
ている点が興味深い。というのは、川上における集約化と川下における分散というように、
商業学あるいは流通論の教えている事柄が展開されているからである24）。
第３は物流における共同化の動きである。物流の共同化は、今日においても大きな課題
だが、この当時においても物流の共同化問題が意識されていたのである。特に輸送・配送
における共同化の問題が提起されている。答申では「同質の製品を融通し合う交換出荷や
積載効率向上のための同一トラックの共同利用
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
（帰り荷の確保
．．．．．．
）などの共同化が行われて
いる（傍点筆者）」というように述べて、その具体的事例を挙げている25）。
答申の指摘の中でもとりわけ注意を引くのは、帰り荷の確保問題を取り上げている点で
ある。言うまでもなく、片荷の問題は当時から今日に至るまで、輸送・配送上の重要な問
題であった。それは答申にもあるように積載率の低下を招いていたからである。そのため、
当時から如何に帰り荷を確保するかが輸送・配送上の大きな課題となっていた。なお、今
日では片荷の解消を超えて、製造業者間での共同配送や輸送、それも競争業者間での共同
配送や輸送という形で、共同化の試みがなされているのは周知の通りである26）。
（５）流通業の新展開
流通業における新しい動きとして、答申では業際化、国際化、情報化という３つの事柄
が挙げられている。これらの事柄は当然だが、今日においても継続している。国際化など
はグローバリゼーションということで、その呼び名は多少変わってはいるが、基本的な部
分はこの当時と同じである。
第１の業際化だが、答申では製造業、卸売業、小売業において業際化現象が進行してい
る、と分析する。具体的には、製造業ではパイロット店舗や無店舗販売、さらには産直な
どを通じて積極的に小売分野に進出している、ということが挙げられている。また卸売業
においても、小売指導サービス、物流サービスなど小売業を対象としたサービス分野に進
出している、と分析している。加えて小売業に関しても、信販、クレジットといった物販
関連分野だけでなく、住宅サービス、スポーツなど物販と関連の薄い分野にも進出してい
る、と述べている。
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このように、製造業、卸売業、小売業といった産業全般で「業際化」が進行する一方で、
流通業の内部においても業際化が進行している、と答申は捉える。具体的には、小売業に
おいて百貨店がスーパー分野に進出したり、逆に総合スーパーが百貨店を展開したりとい
う事例を挙げている。また小売チェーンによる各店舗への自社配送や、PB商品の他小売
業への供給・販売なども挙げている。
第２の国際化だが、商品の品揃えや価格競争のために、輸入拡大への取組みが不可欠に
なっていると指摘した上で、並行輸入、開発輸入、逆輸入などといった輸入形態の多様化
が進展していると分析する27）。すなわち、輸入という観点から、流通業における国際化を
捉えている。
他方、流通業の海外進出に関しても注意を払っている。この頃から我が国小売業の海外
進出が増加し、特にアジア諸国への出店が加速しつつあったからである。換言すれば、従
来の海外出店にみられた、我が国の観光客を対象とした出店から、今日の流通業進出にみ
られるように、現地の住民を対象とした出店が増え始めていたわけである。その半面、海
外流通業の我が国への進出も取り沙汰されるようになっていた。とは言え、その進出が我
が国に存在する様々な障壁によって妨げられていたのも確かである28）。
第３の情報化だが、「情報化は今日の流通業にとって、迅速かつ低コストの商品管理や
的確な顧客管理のために不可欠なものとなってきている」との認識を示した上で、情報機
器の使用・利用による業務遂行の円滑化について言及している29）。具体的には、販売時点
情報管理システム、いわゆるPOS（point of sales）システムの導入による商品管理の効
率化や、オートピッキング、自動仕分けコンベアの利用などを提言している。また製造業、
卸売業、小売業間におけるオンラインネットワーク化問題、とりわけ受発注業務の自動化
なども提起している。
加えて、多様化する消費者の欲求に応えるために、的確な顧客管理の必要性も指摘して
いる。特に、顧客の購入状況などをデータベース化することによって、効率的なDM（ダ
イレクトメール）の発送が可能になるとしている。またカード戦略の推進、とりわけハウ
スカードの推進による顧客の囲い込みについても言及し、さらにはプリペイカードの効用
に関しても指摘している。
言うまでもなく、このようなカード戦略の意義と重要性に関しては今日、多くの流通業
者が認識しているところである。例えば、大手流通業による電子カードの発行・推進など
は現在、流通業の売上を大きく左右していると言っても過言ではない。
これまで、中間答申、特に企画調査小委員会による議論に基づいて、当時の流通をどの
ように捉えていたかをみたが、ではそれらの動向をどのように評価していたのであろうか。
そこで、次に企画調査小委員会による流通の現状評価に目を転じてみたい。
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４．流通の現状評価
我が国流通の現状に関しては５つの事柄を抽出し、分析・検討を加えているが、ではそ
の現状評価はどのようになっているのであろうか。答申では、①流通の構造変化②流通の
コスト・パフォーマンス③競争環境の評価④海外からの市場アクセスと流通⑤内外価格差
と流通⑥流通における情報化と業際化─などという事柄が列挙されており、それぞれ具体
的な評価が下されている。
（１）流通の構造変化
既述のように答申では、我が国流通構造において劇的な変化が生じていると分析する。
答申によれば「小規模小売店が大幅に減少し、それに伴って小規模卸売店のシェアも低下
している一方、小売業、卸売業ともに中規模以上の商店が着実に増加しており、全体とし
てみれば規模拡大の方向へと向かいつつある
．．．．．．．．．．．．．．．．
（傍点筆者）」というように捉えている30）。
言うまでもなく、商業統計調査を見る限り、このような傾向は今日まで継続している。
そして小規模小売事業所が減少した理由を「転廃業」に求めている。とりわけ、個人事
業所の廃業が減少の大きな原因と分析している。しかも、その様な個人事業主が廃業する
理由として、消費者行動の変化への対応不足をはじめ、競合の激化、地価高騰、立地条件
の変化、後継者不足など、事業主に内在する問題や外部与件の変化を挙げている。その結
果「流通業はいま、次代の秩序に向けて激しい構造変化の渦中にある」と結論づけるので
ある31）。
当然のことながら、このような流通構造の激変の中において、どのようにして望ましい
形での新たな流通構造を構築するかが、流通政策立案の眼目になる。言い換えれば、流通
政策の基本目的は如何にして最適な流通構造を形成するか、ということにあるのである。
（２）流通のコスト・パフォーマンス　
流通構造が激変の渦中にあるとするならば、ごく当たり前のこととして、その費用と成
果が厳密に測定されなければならない。どのような流通システムがより効率的であるか否
かが明確にされる必要がある。
この点に関して答申は「流通はその国の文化
．．．．．．
・経済
．．
・社会等を背景として長い間に歴史
．．．．．．．．．．．．．．．
的に形成される
．．．．．．．
ものであるが、経済社会システムとして評価するためには、消費者の望む
商品を消費者へ効果的に供給するうえで、コスト
．．．
（費用
．．
）とパフォーマンス
．．．．．．．．
（成果
．．
）の両
．．
面から判断してどれだけ有効に機能しているか
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
を検討する必要がある（傍点筆者）」とい
うように指摘している32）。
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答申の指摘の中でも、流通が当該国の文化等を背景として形成されるということは当時
だけでなく、今日もおいても妥当な捉え方と言えよう。就中、消費形態や行動などは当該
国の文化等によって規定されるために、それらを具現化する流通も当然、当該国の文化等
の影響を受ける。しかも、その様な消費形態や行動を可能ならしめるには必然的に費用が
かかるので、厳にその成果が評価されねばならない。
ではどのような基準によって流通成果を評価すればよいのであろうか。答申では「パフ
ォーマンスについては、消費者の効用をいかに高めるか、すなわち消費者の満足度を最重
視すべきであり、したがって消費者側からみた選択の幅の広さ
．．．．．．．
、買物の利便性
．．．．．．
・快適性
．．．
、
価格設定の合理性
．．．．．．．．
などが評価基準となる（傍点筆者）」というように述べている33）。
これらの評価基準に照らして、我が国流通業は比較的高い成果を示している、と答申で
は分析する。とりわけ、選択の幅の広さと買い物の利便性・快適性については高い成果を
収めていると指摘している。
その半面、価格設定の合理性に関しては必ずしも高い成果を収めていないと分析する。
つまり、買物の利便性や快適性を過度に重視するあまり、コスト増を招く傾向があると推
論するのである。具体的には、過重包装や過度の接客サービス、あるいは過度の多品種の
品揃えなどを事例として挙げている。
また答申は「業態間、業態内を通じて激化している競争も、利便性や快適性などの非価
．．
格的要素に重点が置かれ
．．．．．．．．．．．
、必ずしも価格の低下に結びついていない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
場合が多い（傍点筆者）」
と指摘する34）。このような指摘は当時の状況を如実に示すものと言ってよい。何故ならば
当時はバブル隆盛の時期であり、多くの消費者の間において、ブランド信仰を中心に高価
格品や高サービスに関心が向かっていたからである。現在のデフレと言われる状況とは正
に隔世の感がある。
加えて、答申が「高度成長期に商品マーケットの主導権が製造業サイドに定着したこと
を背景として、個々の流通チャネルが製造業に依存したりその影響下におかれることが多
くなり、その結果返品制
．．．
、建値性等の商慣行が定着しコスト引き上げ要因となってきた
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
場
合がみられる（傍点筆者）」と述べている点は興味深い35）。まさしく我が国独特の商慣行
と言われるものが高コストをもたらしていたのである。
我が国流通のコスト・パフォーマンスに関して、答申は上記のように整理した上で、当
時よく俎上に上っていた「諸外国と比較して我が国の流通は非効率である」ということに
ついて、単純な国際比較は困難であり、統計上の制約もあると断った上で、従業者１人当
たりの年間販売額をみても、在庫回転期間をみても、一概には決して非効率だとは言えな
い、と述べている36）。
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（３）競争環境の評価
我が国の流通業は他産業同様、常に激しい競争を繰り広げており、総じて競争的な環境
下にあると分析する。しかし、一部には競争メカニズムを制約するような要因も存在する
としている。具体的には建値制、リベート制、返品制等の商慣行を挙げている。これらの
商慣行に関してはその形成の歴史からみて、一定の合理性を有すると評価する一方で、価
格競争を制限するという側面もあると指摘している。
また輸入代理店制や、大店法、酒税法、食管法等の法規制も、競争環境を制約する可能
性があると推論する。とりわけ、法規制に関しては政策目的に照らして行われているもの
もあり、その規制に際しては必要最低限にすべきであると指摘する。中でも大店法に関し
ては当時、多くの耳目を集めていたこともあり、合同会議の中に、制度問題小委員会を設
置し、議論していたことは注意したい。何故ならば、当時、大店法を巡っては様々な意見
が開陳されており、海外からも参入障壁と指摘されることが多かったからである。
（４）海外からの市場アクセスと流通
この問題に関して答申では「流通は基本的にはその国の文化・経済・社会的背景のもと
で形成されている国内の経済社会システム
．．．．．．．．．．．
であるが、我が国経済のグローバル化の中で、
全世界を視野に入れたシステムとして構築される必要
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
が出てきている（傍点筆者）」とし
た上で、諸外国から市場アクセスの困難性が指摘されている、と述べている37）。つまり、
流通システムそれ自体は国内経済システムだが、グローバル化の中では世界的システムと
して再構築すべきであると提言しているのである。
また当時貿易不均衡が問題視されていたことから、「我が国としても適切な流通チャネ
ルの開発や我が国固有の商慣行、文化・国民性についての理解促進に協力していく必要が
あろう」と分析する38）。特に、市場アクセスに対する障壁として作用するものとして、輸
入総代理店制と大店法を挙げている点に注意したい。何故ならば、これらは当時、諸外国
から我が国に商品を輸出する際の障害となっている、とよく指摘されていたからである。
（５）内外価格差と流通
当時、我が国の物価水準は国際的にみて割高である、ということが喧伝されていた。し
かもその原因は流通段階にあるということもよく指摘されていた。このような指摘に対し
て答申は、その様な傾向を一部認めつつも、割高の品目が多いのは、数多くの要因が絡ん
でいると分析する。例えば、食料品やサービス料金に関しては割高なものが存在すると認
める一方で、為替レートや製造業の価格政策等が割高な品目の存在に関係しており、流通
分野のみが内外価格差の誘因ではないと主張する。
また内外価格差が流通分野に直接関連する問題も存在するとして、建値制、輸入総代理
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店制、高成果の追求、流通経路の多段階性などを列挙している。先ず建値制だが、これに
よって価格競争が弱まり、消費者価格の硬直化をもたらすと指摘する。二つの目の輸入総
代理店制だが、特に高級ブランドなどにおいて高価格設定がなされ、その結果消費者に内
外価格差を意識させていると解説する。三つ目の高成果の追求だが、流通が高い成果を求
める結果、必然的に高コストを招き、それが結果として内外価格差となって跳ね返ってい
ると分析する。そして最後の流通経路の多段階性だが、各流通段階においてマージンを付
加することによって高価格となり、結果として内外価格差を生起すると指摘している。
なお、答申は「以上のような要因は国全体として検討すべき問題もあるが、流通分野に
．．．．．
おいても効率化
．．．．．．．
、競争メカニズムの導入等を一層進めること
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
によって、内外価格差の縮小
に向けて改善努力することが必要である（傍点筆者）」というように述べている39）。すな
わち、効率化や競争メカニズムの整備によって、流通領域における価格競争を活発化し、
結果として内外価格差を解消すべきことを提言しているのである。
（６）流通における情報化と業際化
答申では「流通業における情報化や業際化が我が国の流通構造に大きなインパクトを及
ぼしている」と分析した上で、特に情報化に積極的に対応している流通業とそのような対
応に遅れた流通業との間には「業績格差」が発生し、それが後者の脱落、ひいては流通業
の再編成を齎していると結論づけている40）。
特に情報ネットワークの構築に成功した流通業は、品揃えの充実や流通技術・ノウハウ
の蓄積によって、競争上優位に立っていると分析する。当然だが、情報化は大手企業だけ
でなく、中小流通業に対しても影響しており、「情報化の格差」が発生する可能性につい
ても言及している。
他方、業際化に関して答申では「流通業における業際化は、流通業自体の新業態
．．．．．．．．．
・新事
．．
業への進出
．．．．．
、製造業の流通業への展開
．．．．．．．．．．．
、さらには流通業内部の業際化
．．．．．．．．．
というさまざまな局
面で推進されている（傍点筆者）」と分析した上で、このような業際化は、新しいダイナ
ミックな活力と評価し、我が国流通のより一層の効率化等に寄与すると述べている41）。つ
まり、色々な局面で生じている垣根を越えた活動や競争などによって、流通業は大きく変
貌する可能性を秘めていると分析するのである。
５．流通の環境変化と将来展望
次に答申は既述の流通の現状評価を踏まえて、流通を取り巻く環境変化と流通の将来に
ついて展望する。言うまでもなく、的確な流通政策の立案のためには、流通がどのような
方向に進んでいくかについての考察が不可欠である。換言すれば、流通の現状を把握した
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上で、その将来的方向を模索するということが、流通政策立案においては必要だというこ
とである。
しかも流通を取り巻く環境がどのような変化を遂げるかを推測することも、流通政策立
案にとっては決して欠かせない作業となる。従って、答申において流通を取り巻く環境の
変化と将来を展望することは、流通政策立案の大前提と言ってもよいだろう。
では、流通を取り巻く環境の変化と将来に関して答申ではどのような展望をしているの
であろうか。答申では流通を取り巻く環境変化として、高消費社会の出現、社会構造の変
革、価値観・ライフ・スタイルの多様化という３つの事柄を挙げている。他方、将来展望
に関しては、これらの環境変化に対応して、様々な業態が登場する可能性について、小売
業並びに卸売業といった分野毎に整理し、言及している。
（１）流通の環境変化
第１に高消費社会の出現だが、内需中心の成長を持続することによって国民の所得水準
は高まり、加えて人口構造の変化が経済に大きな影響を及ぼすと分析する。その結果、消
費面においてもサービス化や高級化が進展し、消費は量的に拡大するだけでなく、質的に
も高まりを見せ「高消費社会」が出現すると推論している42）。
つまり、消費者は個性的なライフ・スタイルを実現するための消費意欲を強め、価値観
の多様化に対応した消費が進むと想定するのである。具体的には、ブランド品や伝統工芸
品など、消費者が商品価値を理解し、意味づけるような「訳あり消費」が拡大するとみて
いる。また自己表現手段としての消費も盛んになると推測している。
ただ、日用品などの基礎物資につては、価格面や買物時間の面で、合理性や効率性を求
めると指摘している点に注意したい。何故ならば、ブランド品などの購入を通して、高級
化を追求する一方で、日用品等においては合理的購入が生起し、正に賢明かつ成熟した消
費者像を想定しているからである。
第２に社会構造の変革だが、人口の高齢化、労働時間の短縮、女性の社会進出という３
つの事柄が挙げられている。言うまでもなく、これらの事柄は今日おいてもよく指摘され
るものである。とりわけ人口の高齢化と女性の社会進出は我が国社会の大きな特徴とさえ
なっている。
これらの社会構造の変化は当然、流通に対しても大きなインパクトを及ぼすことになる。
例えば、人口高齢化の進行は当然、高齢者関連の商品やサービスの増大を齎すし、結果と
して高齢者を対象とした流通システムの構築が必要になる。答申ではニューメディアによ
る在宅購入手段の充実や小口多頻度販売などという事態を想定している。
また女性の社会進出に伴い、総菜型食料品の採用や外食へのシフトが進み、掃除や洗濯
などの家事代行サービスへの支出も増大すると指摘する。なお、これらの事柄に加えて、
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都市問題への目配りも必要とされている。具体的には、東京一極集中の排除や地域社会の
活性化などを挙げている。
第３に価値観・ライフスタイルの多様化だが、全体的には「活きる」ための消費から
「豊かさ」のための消費へと消費の態様が変化し、色々な生活局面において一層多様化が
進行すると分析する43）。そのため生活上の力点が、レジャー・余暇生活に置かれるように
なり、自宅外での活動なども活発化すると指摘している。
また、これまで比較的脆弱であった住生活の充実に対する欲求が高まり、セカンドハウ
スや住宅のリフォーム、インテリア、大型家具等への支出が増大すると予測する。さらに、
労働時間の短縮などの結果、時間消費型行動が充実すると想定している。
（２）流通の将来展望
流通を巡る環境変化を既述のように分析した上で、答申では流通の将来性に関して、高
消費社会の到来を想定し、それに対応した形での流通業の展開について論じる。すなわち
「流通業は環境変化に適応し、より豊かな生活を実現するために、消費者をリードし
．．．．．．．．
、か
つバックアップしていくこと
．．．．．．．．．．．．
が重要になってくる（傍点筆者）」というように分析してい
る44）。
つまり、商品企画や開発、さらには店舗、商品、販売手法の組み合わせなどによって多
様な業態開発を進めるとともに、多様なサービス機能をも付与し、消費者の購買選択肢を
拡大することを強調しているわけである。では具体的に小売業においてはどのような新業
態の登場が想定されるのであろうか。答申では小売業が進むべき方向として５つのものが
示唆されている。
第１に「総合的生活提案を行う業態」が挙げられている。答申では「旧来百貨店は消費
者の生活全体に対応する小売業としての機能を営んでいたが、今後は特に、自主マーチャ
ンダイジングの強化、非物販部門の強化等により、さらに多様化する消費者ニーズ
．．．．．．．．．．．
に適応
していくことが求められる（傍点筆者）」とした上で、単なる店としての存在を超越して、
消費者に対して快適な空間を提供するだけでなく、豊かな生活モデルを提示するような
「総合的な生活提案型小売サービス業」へと進化する必要性が提言されている45）。
第２に「低価格販売を志向する業態」が挙げられている。これに関しては、「地域密着
型の食生活提案小売業」と「安定的低価格販売を行う小売業」という二つの業態が提言さ
れている。答申では前者を食品スーパーの進化形として把握しており、具体的には「産直」
や宅配サービスの提供、さらには会員制店舗の展開などを挙げている。他方、後者につい
てはディスカウントストアを念頭に、徹底したコスト管理や仕入れルートの確保、さらに
はチェーンオペレーションの向上等によって、消費者に受容されるような低価格を実現す
べきだと指摘している。
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第３に「専門性を追求する業態」が挙げられている。これに関しては「専門店」と「一
般小売店」が目指すべき方向だとしている。前者については、これまでも非日常的買物空
．．．．．．．
間
．
を創り出しているが、これに一層磨きを掛け、プライベートブランドの開発をはじめと
して、商品の企画等に積極的に関与して、独自の商品を提供すべきだと指摘する。答申で
はそのような小売業を「生活シーンに即応する小売業」と呼称している。
他方、一般小売店の目指すべき方向としては、自店の独自性と標的顧客を明確にした上
で、顧客にとって常に魅力的な存在であるべきだと指摘する。さらに場合によっては組織
化や共同化などの方法によって経営資源の不足を補い、「主体性と企業性に富んだ小売業」
へと脱皮すべきだとしている。
第４に「利便性を追求する業態」を挙げている。答申では、これを具現化する業態とし
てコンビニエンスストア、通信販売や訪問販売等の無店舗販売を想定する。言うまでもな
く、本来コンビニエンスストアは便宜性を追求して登場した業態であり、今日においても
その本質は変わらない。答申の表現を借りるならば「便益性を徹底して追求する小売業」
と言えるであろう。他方、無店舗販売も「買物利便を提供する小売業」として今日重要な
地位を占めるまでになっている。
第５に「快適な買物空間としての商業集積」を挙げている。答申では、これを具現化す
る業態として既存商店街や計画的商業集積などを想定する。またロードサイドストアなど
もこの種の業態と捉えており、「便利で魅力的な商業サービス空間」として形作られるこ
とに期待を示している。なお計画的商業集積においては個店の個性が発揮されるだけでな
く、買物の場としての経済機能に加えて、「地域の顔」、「暮らしの広場」として、文化
的・社会的機能をも遂行すべきだとしている。
小売業の進むべき方向としては上述の５つのものが列挙されているが、では卸売業につ
いてはどのような方向が示唆されているのであろうか。卸売業に関しては、小売業におい
て生起する動向に的確に対応することの重要性を指摘した上で、情報化、物流技術の向上、
商品調達力の強化などを通して、小売支援を徹底することの必要性が示されている。具体
的には進むべき４つの方向が提言されている。
第１に「情報化を志向する卸売業」ということが提示されている。卸売業の存立する土
台として情報装備の意義と重要性を指摘した上で、ネットワークの構築等を通して商流の
円滑化を図るべきことが提言される。そして、そのような方向に進んでいく卸売業を「情
報志向型卸売業」と呼称している。
第２に「輸入を志向する卸売業」を想定している。特に、自社の仕様書に基づき商品発
注をするような卸売業の重要性を示唆する。言うまでもなく、調達範囲は単に国内に留ま
るのではなく、世界中のベストリソースから調達することを考えている。そして、このよ
うな方向に進む卸売業を「輸入指向型卸売業」と呼称している。
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第３に「総合的に商品調達を行う卸売業」というものが示されている。このような形態
の卸売業が提言された理由として、答申では製造業に対応して業種毎に卸売業が存在して
いることを挙げている。しかし今後は、他業種の物流代行や広域物流体制の整備を通じて
高度な物流システムの構築や、高度な情報ネットワークを背景とした業種横断的な広範な
商品調達が求められる、などといった理由から、「総合的なマーチャンダイジング卸売業」
が求められると提言している。
第４に「小売支援サービスを行う卸売業」というものが提唱されている。これは当時、
リーテルサポートが卸売業の生存の鍵を握る、と言われていたことに起因する。つまり、
取引先の小売店と一体化したパートナーシップを発揮することによって、小売店の要望に
的確に対応することの必要性を示唆したものと言えよう。換言するならば、「小売支援サ
ービス卸売業」として進化することを求めたものである。
６．流通政策の課題と対応
流通の現状、及びその評価、さらには将来展望を受けて、答申は今後の流通政策の課題
とそれへの対応について、様々な事柄を提言している。提言は流通政策の基本的考え方と、
流通政策の課題への対応とからなっている。
（１）流通政策の基本的考え方
流通政策に対する基本的考え方として、答申では「経済発展を持続し国民生活を豊かに
していくうえで、流通業に期待される役割が非常に大きくなってきている」との認識を示
している46）。そして流通業に期待される役割として①消費者の欲求に的確に対応しかつま
た欲求を創造すること②自主的マーチャンダイジング機能を遂行することによって川下主
導の供給体制を実現し、かつまた製品輸入の拡大に寄与すること③地域経済社会活動に貢
献すること─などという事柄を列挙している。
答申ではこれらの役割を的確な形で果たすには当然、これらの役割遂行を可能にするよ
うな流通政策立案が不可欠だと指摘する。すなわち、これら役割達成に必要な流通システ
ムが構築されねばならない、と提言するのである。しかも、その様なシステムは競争メカ
ニズムを有効に機能するようなものでなければならい、と付言する。
答申に従えば「流通政策としても、競争促進的な
．．．．．．
情報化、業際化の動きを支援するとと
もに、流通に係わる規制の見直しや商慣行等の是正等について吟味することにより、競争
．．
環境の整備
．．．．．
に努めていくことが必要である（傍点筆者）」ということになる47）。言い換え
れば、流通政策の向かうべき基本方向として、種々の競争阻害要因を除去して、競争環境
の整備と競争条件の向上、ひいては競争を促すような状況を創造しなければならないと分
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析しているわけである。
とは言え、答申が単に競争メカニズムに任せるだけでなく、中小小売業の事業機会の確
．．．．．．．．．．．．
保に配慮すべき
．．．．．．．
である、と指摘している点は興味深い。すなわち、競争メカニズムを整備
する必要性は認めつつも、中小小売業者の権益保護
．．．．
についても言及していることは、当時
の状況を考えればやむを得ない面もあろう。何故ならば、この時期大規模小売業と中小零
細小売業との衝突・軋轢が深刻化しており、競争メカニズムの徹底によって、いわゆる
「弱肉強食」といった事態の招来が危惧されていたからである。
このような基本的な考え方の下に当時の流通政策は立案されたわけだが、流通政策が追
求すべき政策目標としては①真に豊かな消費生活の実現②国際経済社会の発展への貢献③
活力ある地域経済社会の建設への寄与④魅力ある流通業の経営資源の確保─などという事
柄が掲げられている48）。答申はこれら４つの政策目標を達成するには当時、流通が抱えて
いた９つの課題を解決せねばならない、と指摘する。
それら９つの課題として、流通システムの合理化、構造改革の推進、商店街の活性化等、
製品輸入の拡大、グローバリゼーションの促進、消費者の利便性の向上、ハイクオリティ
ライフの創造等、人材の確保・育成、労働環境の整備、などを列挙している。換言すれば、
これら９つの課題を克服することが、当時の流通政策立案の眼目だったわけである。
（２）流通政策の課題への対応
既述の如く、当時の流通政策は、解決すべき問題として９つの事柄を抱えていたが、そ
れらの事柄について答申ではどのような対応策を提示しているのであろうか。
第１に「流通システムの合理化」だが、基本的には既述の競争メカニズムの恩恵を最大
限活用して、効率的な流通システムを構築する、ということが提示される。この点に関し
て、答申では制度・慣行の見直しと、流通機構の効率化という２つの事柄を挙げている。
先ず制度・慣行の見直しだが、流通に係わる諸規制はできる限り撤廃すべきだと指摘す
る。特に、大型店の出店、酒、米、医薬品などに係わる規制は必要最小限度に押さえるべ
きだと主張する。勿論、これらの諸規制にはそれなりの目的・意図があるが、それらを逸
脱したり、拡大解釈して規制することに警鐘を鳴らしているのである。
また返品制、リベート制、建値制といった商慣行についても、改善すべき方向を模索し、
業界として的確な形での実行をなすべきだ、と提言する。その他、再販売価格の維持や優
越的地位の濫用に関しては独禁法の厳格な適応を求めており、輸入総代理店制に関しても、
内外価格差を招来しないような形での運用を求めている。
今一つの流通機構の効率化については、情報化の推進と物流の効率化ということが指摘
される。情報化の進展に関しては、ＰＯＳシステムや受発注ターミナルなどの導入・促進
に加えて、各種プロトコルの標準化や商品コードデータベースの充実などが提起されてい
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る。それらを答申では流通データサービスプロジェクトの推進と名付けている。またＶＡ
Ｎの効果的運営を通して流通ネットワークの形成を図ることも、併せて提言している。
一方、物流の効率化に関しては、オートピッキング装置、自動仕分けコンベア等の導入
によって、高度の物流技術・ノウハウを駆使した物流センターの整備を提起する。また物
流コストの低減と交通混雑の緩和のために、物流の共同化と効率的な物流ネットワークの
形成を提言している。
第２に「構造改善の推進」だが、流通政策は競争環境を整備するとともに、中小小売業
の権益を確保することも大切だと指摘した上で、意欲溢れる中小流通業の体質強化を通し
て、流通構造の改善を図ることの必要性に言及する。そのために考え得る体質改善策に関
して、中小小売業と中小卸売業とに整理して提示している。
先ず中小小売業の体質強化策に関しては、自立的発展に向けての環境整備をするだけで
なく、積極的な措置を講じることの必要性を指摘する。具体的には、店舗改装費用等に係
わる低利融資制度、情報ネットワーク化促進のための支援策、転廃業を円滑化するための
小規模企業共済制度、ボランタリーチェーン等による組織化事業に対する支援措置などを
掲げている。その他、国際的総合流通センター構想の推進、中小小売店経営に関する研修
や指導の拡充、街づくり会社構想の推進、商店街活性化のために関係諸機関による指導・
支援態勢の確立、などということが提言されている。
次に卸売業の体質強化策に関しては、小売業同様、自立的発展のための環境整備や経営
努力に対する支援措置の充実等の必要性を指摘する。具体的には、小売支援機能の充実、
卸売業サイドのリードによる組織化支援、プライベートブランド商品の企画や開発などを
挙げている。そのためにも、従来の枠組みに捕らわれない業種横断的な「総合卸売業」を
育成することの大切さを説いている。加えて、中小卸売業の連携・グループ化の促進や卸
商業団地の重要性などについても言及している。
第３に「商店街の活性化と街づくり会社構想」だが、商店街の活性化問題、そのための
手段としての街づくり会社構想、さらには新しい商業集積の計画的整備などに整理して、
さまざまな提言を行っている。
先ず商店街の活性化問題だが、前回の答申を踏襲して、いわゆるコミュニティ・マート
構想（暮らしの広場）を提示する。すなわち、商店街を単なる買物の場から、地域の人々
が生活上必要な様々な欲求を満たすために集い、交流する場とすることによって、商店街
の機能遂行をより充実・高度化し、社会的・文化的存在とすることを提言している。また
商店街が地域の顔としての機能を果たしていることから、活性化に際しては街づくりの一
環として位置づけ、その整備には地方公共団体等の積極的な関与が必要だと指摘している。
次に街づくり会社構想の推進だが、商店街の活性化に積極的に取り組んでいる商業者や
自治体等を支援するために、「街づくり会社」の設立を提言する。会社の設立に際しては、
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自治体や商店街振興組合などが出資あるいは拠出して第３セクターを設立し、それが街づ
くりを担う、という方向が示されている。
最後の新商業集積の計画的整備だが、当時、市街地において無秩序にいわゆるロードサ
イドストアが開発・展開されていたことから、これらを計画的な都市整備、ひいては都市
政策との連動によって、新しい商業集積として既存の商業集積と有機的連携を保ったもの
にしなければならない、と提言している。
第４に「製品輸入の拡大」だが、元々我が国の流通システムにおいては市場の欲求に合
致していれば、国産品・輸入品を問わず、自由に参入・販売出来ていた。しかし、当時の
貿易不均等の問題から積極的に製品輸入に取り組むことが求められ、答申では、製品輸入
の拡大のために７つの事柄を提言している。
それらは①ワールド・ショッピング・システム構想の推進②制度等の見直し③多様な輸
入チャネルの確保④アクセスの場の提供⑤輸入への取り組み意欲の高揚⑥我が国流通に対
する理解の促進⑦政府間ベースの共同プロジェクト等─である。
先ず「ワールド・ショッピング・システム構想の推進」だが、これは新規製品を我が国
導入するに当たっての様々なリスクを回避するために着想されたもので、具体的には諸外
国との協調の基で、コンピュータによる情報処理ネットワークを構築し、見本による実物
販売を加味した通信販売事業等の展開を意図する。また、このようなシステムの整備によ
り、輸入品の新チャネル形成にも寄与するとしている。
次に「制度等の見直し」だが、具体的には通関や輸入検査に関する手続きの迅速化と、
これらのための施設や倉庫といった輸入インフラの整備等を列挙する。また、食料品にお
いてみられる関税、価格支持制度の見直しなどについても言及している。
「多様な輸入チャネルの確保」に関しては、当時も数多くの輸入チャネルが存在してい
たが、一層のチャネル多様化のために、貿易保険活用によるリスクの軽減、海外有力製造
業に関する情報の提供、輸入品展示会の開催、並行輸入品情報の提供、共同化の支援等を
提言している。
「アクセスの場の提供」に関しては、内外からどのようにして市場にアクセスしてよい
かが明確でないという声を基に、内外のギャップを架橋するような「場」の提供、すなわ
ち国際的総合流通センター構想を提言する。これは海外企業や流通業等の店舗を集め、小
売業などへの販売を行う輸入品取引の拠点もいうべき施設を整備する、という考え方であ
る。
「輸入への取り組み意欲の高揚」だが、答申ではより一層の輸入拡大のために、製造業
をはじめ多くの業界において、幅広い輸入への取り組みを促すための拡大キャンペーンな
どの広報や商品情報の提供、さらには輸入実務のセミナー開催などを提言している。
「我が国流通に対する理解の促進」だが、諸外国に我が国流通に対する理解不足が厳と
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して存在している中において、情報提供を的確に行うことによって、その払拭を図るべき
であるということが提起されている。具体的には広報資料の作成と頒布、流通に関する国
際的共同研究の実施などを挙げている。
「政府間ベースの共同プロジェクト」等だが、我が国への進出を希望する企業に対して、
関係国と共同で支援することが謳われている。具体例として、米国との「マーケット・ジ
ャパン・プログラム」、英国との「オポチュニティ・ジャパン・キャンペーン」などが挙
げられている。
以上のように、製品輸入の拡大に関して、７つの事柄が指摘されている訳だが、このこ
とは当時製品輸入の拡大が政策当局の関心事であったことを如実に物語っている。換言す
れば、当時の流通政策展開の中で、製品輸入の拡大こそが政策当局にとって喫緊の課題で
あったことを読み取ることが出来るのである。
第５に「グロバリゼーションの促進」だが、海外事業展開の円滑な促進、海外流通業の
円滑な進出、国際交流の促進などということが提言されている。
先ず「海外事業の円滑な促進」だが、海外進出企業が現地の流通業として定着できるよ
うに、人材の教育方法、企業運営の方法などにつての情報提供を行うとともに、技術移転
の促進のため、現地製造業の指導や流通技術の移転に努力すべだと提言している。
次に「海外流通業の円滑な進出」だが、既述の国際的総合流通センター構想の推進など
を図ることによって、海外流通業の我が国への進出を積極的に後押しすべきだとしている。
最後に「国際交流の促進」だが、流通業は商品だけでなく、人、技術、文化の担い手で
あるので、相互進出や人材の交流などによって国際交流を拡大することが重要だとの認識
を示している。その上で、商店街姉妹提携等の制度を活用するだけでなく、海外流通業と
の提携支援、研修生受入や人材交流に対する支援、国際商店街シンポジウム開催等への支
援が必要だとしている。
第６に「消費者の利便性の向上」だが、①消費者の選択の拡大②キャッシュレスショッ
ピングの推進③無店舗販売の健全な育成④消費者の発言力の強化─などを提言する。
「消費者の選択の拡大」だが、消費者の欲求が多様化する中で、消費者に幅広い選択機
会を提供するためにも、多様な店舗形態、豊富な品揃えが必要であり、そのためにも新業
態の育成や輸入等による商品調達力の強化が求められると提言する。具体的には、異業種
融合や新業種育成のためのノウハウの普及、公的融資等の支援制度の活用などを挙げてい
る。
「キャッシュレスショッピングの推進」だが、消費者利便の向上には多様な決済手段の
確保が求められるとした上で、クレジットカードの利用、プリペイドカードの実用化、Ｉ
Ｃカードの利用、などといった事例を挙げている。言うまでもなく、これらの利用は現在、
多くの流通業において実用化され、消費者の利便性を向上させている。また多重債務問題
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やカードを巡る犯罪の存在にも言及している点は注意したい。既にこの当時においても、
これらが社会問題として存在することが解るからである。
「無店舗販売の健全な育成」だが、無店舗販売が店舗販売にはない利便性を有し、自由
な販売活動を可能にすることなどから、注目すべき販売形態だと分析する。特に高齢化や
女性の社会進出の増大によりその重要性は高まるとしている。その半面、無店舗販売につ
いての問題点も指摘する。特に、通販及び訪販の抱える問題点を挙げている。例えば、通
販においては商品の実物を購入前に確認できない、などといった事柄が指摘されている。
「消費者の発言力の強化」だが、豊かな生活を享受するためには、商品・サービスの提
供に消費者の意見が的確に反映されるべきであり、消費者の意見をきちんと汲み取る仕組
みを作ることの必要性を指摘する。その一例として、消費生活アドバイザー機能の活用を
提言している点は注目してよい。
第７に「ハイクオリティライフの創造」と「ハイ・マート2000構想」だが、これは前回
答申における「コミュティ・マート」の進化形と言ってよい。答申ではハイクオリティラ
イフを送るためには、生活提案型小売業の育成が必要だと指摘した上で、その具現化策と
して「ハイマート2000構想（新しい商業サービス複合集積の形成）」を提唱する。
ハイマート構想は基本的にはサービス業と複合した商業集積と捉えることが出来るが、
具体的には、専門店に重点を置きつつ、百貨店、量販店も加えた商業集積と、スポーツ施
設（海浜型プール、スケートリンク、フィットネス等）、レジャー施設（遊園地、植物園
等）、シアター、イベント広場、ホテル、レストラン等のサービス施設の複合により構成
される。
第８に「人材の確保・育成」だが、流通業の発展には、最大の経営資源である人材の有
効活用が不可欠と指摘した上で、従前、流通業では人材の質的充実より量的確保を優先し
たため、人材難が大きな経営上の問題であったと分析する。加えて、流通業では従業者の
定着率が極めて低く、定着率の向上も重要な経営問題だとしている。
優秀な人材の確保・育成には経営者の意識改革をはじめとした自助努力だけでなく、販
売士制度の利用、中小企業大学校等の公共機関による研修事業の拡充、各事業者や事業者
団体による研修制度・能力開発制度に対する助成措置等も挙げている。
第９に「労働環境の整備」だが、流通業の労働条件は当時、他産業に比して相対的に低
い水準に留まっており、人材の確保のためにも労働環境の整備が喫緊の課題だと分析する。
また流通業ではパートなどの非正社員の比率が高いので、これらの非社員の待遇改善の必
要性に関しても指摘している。
なお労働時間に関しても、週休２日制の導入をはじめ、様々な方策の採用により、適切
な労働時間を実現すべきことが提言されている。具体的には交替勤務制、フレックスタイ
ム制の導入、ワークシェアリングの促進、営業日時の弾力的運用、などが挙げられている。
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第10に「その他」として、流通施策の企画立案を行う際、流通業の実態に関する情報を
迅速、的確に把握することの必要性を指摘した上で、情報把握のための方法として商業統
計調査をはじめとした統計調査の活用、さらには新規調査の実施などを提案する。また流
通政策の立案・展開に際しては、関連行政機関において緊密な連携を図るべきとの指摘も
なされている。
以上、10項目にも及ぶ事柄を流通政策が解決すべき課題とした上で、結びとして「豊か
さの創造をめざして」ということが打ち出されている。そこでは、我が国の流通がダイナ
ミックな構造変化にあると結論づけるとともに、流通政策において大切な点として、①競
争メカニズムが有効に機能する環境の整備を図ること②競争メカニズムを補完する施策を
効率的、重点的に講じること③公共財としての流通基盤施設の整備を積極的に進めること
─などという３つの事柄を挙げている。そして、「自由な競争市場における企業の自主的
な活動を中心として、これに適切な政策措置があいまっていけば、90年代には、流通業は
飛躍的な発展を遂げるであろう」と述べている49）。
このような結語が果たして正しかったかどうかは、その後の歴史が如実に示している。
正誤どちらともとれるようなものもある。しかし全体としてみれば、流通業は答申におけ
るような動向・趨勢にあったと言えるかもしれない。もっとも一部の具体的施策に関して
は、必ずしも当初の思惑通りいかなかったものも存在する。例えば、ハイマート2000構想
などはその代表と言えるかもしれない。確かに、各地に複合型商業施設は登場したが、当
局が描いた姿とは異なる部分も多い。しかも、そのような複合型商業施設が新たな軋轢を
生んだことも事実である。言い換えれば、政策当局と流通業との間に齟齬があったとも言
えるであろう。
おわりに
本稿では合同会議の中間答申「90年代の流通ビジョン」について、主に企画調査小委員
会の分析・議論を中心に検討した。その過程で、90年代を目前に控えて、当時、どのよう
なことが話題になり、我が国の流通をどのように捉えていたか、などということが明らか
になった。とりわけ、現状評価及び将来展望に関しては、流通政策展開に必要な事柄が綿
密に分析・検討されていた。また、流通政策の展開に際してどのような点に留意すべきか
ということに関しても想定しうる事柄が列挙されている。その点では、当時話題になって
いた種々の点に目配りした答申となっていると言ってよいだろう。
既述のように、本答申は300頁以上に及ぶものだけに、紙幅の関係でその分析・検討を
割愛したものも多い。例えば、制度問題小委員会における議論の対象であった「大店法問
題」などはその最たるものである。また参考資料としての、生活創造型商業サービス拠点
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構想策定調査報告書や小売業態の変化と今後の成長報告に関する調査研究等についても、
同様の理由で、その分析・検討を割愛した。これらについての検討等は次稿以降の課題と
しておきたい。（平成23年10月25日脱稿）
１）例えば、90年代の流通ビジョン、21世紀に向けた流通ビジョン、新流通ビジョンなどの刊行に
そのことは如実に表れている。
２）例えば、70年代において通商産業大臣（現在の経済産業大臣）の諮問機関としての産構審とは
別に、経済企画庁の審議機関も存在し、それぞれが独自の検討・審議を行っていた。
３）各審議委員会の構成メンバーについては、通商産業省商政課編「90年代の流通ビジョン」財）
通商産業調査会、平成元年、197頁～200頁参照。
４）合同会議と各小委員会との関連及びその活動に関しては、「90年代の流通ビジョン」のはしがき
から読み取ることができる。「合同会議のもとに、企画調査小委員会、制度問題小委員会を設置
し、これらの小委員会を中心に検討を行ってきた
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。このうち企画調査小委員会は14回開催し、
主として流通の現状分析
．．．．．．．．．．．
、流通業の活動及び流通政策の中長期的な指針についての検討
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
を、制
度問題小委員会は作業分科会を含め13回開催し、主として現下の流通に係る制度的な問題
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
につ
いての検討を行った。本ビジョンは、これらの小委員会での検討結果を踏まえ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、合同会議にお
．．．．．．
いてとりまとめた
．．．．．．．．
ものである（傍点筆者）」通商産業省商政課編、前掲書、はしがき参照。この
ようなはしがきから解るように、流通及び流通政策、さらには制度上の問題、特に大店法をは
じめとした商慣行等に関する諸問題などが小委員会において討議・検討され、それらの検討結
果が合同会議の場において精緻化・提言されたことが読み取れる。
５）特に参考資料として、「生活創造型商業サービス拠点構想策定調査報告書─ハイ・マート2000─」
と「小売業態の変化と今後の成長方向に関する調査研究」という二つの調査報告書が掲載され
ており、両報告書だけで凡そ130頁程を占めているので、実質上の答申部分は200頁弱となって
いる。
６）流通機能を類型化する場合、種々の整理方法があるのは周知の通りである。古くはマーケティ
ング理論の先駆者といわれるショー（A.W.Shaw）の機能分類から始まり、クラーク（F.E.Clark）
など、数多くの分類が提示されている。
例えば、ショーは次のような機能分類を提示している。A.W.Shaw,“Some Problems in
Market Distribution”，Havard University Press,1951.伊藤康雄・水野裕正訳「市場配給の若干
の問題点」文眞堂、昭和50年、49頁。
・危険負担（sharing the risk）
・商品の運送（transporting the goods）
・金融（financing the operation）
・販売（商品についてのアイディアの伝達）（selling-communication of the ideas about the goods）
・集荷、分類および再発送（assembling ,assorting and reshipping）
またクラークは今日でも広く用いられている分類方法として、次のようなものを提示してい
る。F.E.Clark，“Principles of Marketing”1922,P11．
・交換機能（functions of exchange）
（１）販売（需要創造）（selling-demand creation）
（２）収集（購買）（assembling-buying）
・実質的供給機能 （functions of physical supply）
（３）運送（transportation）
（４）保管（storage）
・補助的機能（facilitating functions）
（５）金融（financing）
（６）危険負担（risk-taking）
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（７）標準化（standardization）
ショーおよびクラークによる機能分類は多くの流通研究者の機能分類に影響を及ぼしている。
このことは増地庸治郎による次のような指摘からも明確である。「内外の学者は配給機能を分析
して、種々の機能を挙げているが、ここには米国学者の分析の一例として、最も代表的な
．．．．．．
クラ
ーク教授の分析を挙げるであろう（傍点筆者）」と。増地庸治郎「商業通論」千倉書房、昭和12
年、６頁。同様のことは「クラークは現在行われている分類の原型を示した」という久保村の
論述からも容易に想像出来る。久保村隆祐、荒川祐吉編「商業学」有斐閣、昭和49年、108頁。
７）流通機能を本質機能と付随機能に整理するというのは、商業学や流通論の多くの文献において
よくみられる分類法である。例えば、久保村他、前掲書、109頁～110頁、田島義博編「流通読
本」東洋経済新報社、昭和52年、９頁～13頁などを参照。この場合、何を持って本質機能と付
随機能に分類するかだが、筆者としては久保村よる「流通機能として本質的なものを、必要に
して十分な条件を備えたもの、すなわちそれがあれば他の機能を欠いても流通ということがで
き、かつ、それを欠けば流通とはいい得ない機能であって、最も単純な形態の流通においても
みられるものである」という定義を採用したい。久保村他、前掲書、109頁。
８）機能を「働き」として捉え、やはり「働き」を意味する活動とは峻別すべきであるという考え
方は田島編、前掲書、９頁～10頁参照。言うまでもなく、筆者もこれと同様の捉え方をしてい
る。拙稿「流通政策についての一考察」作新経営論集、17号、50頁～51頁参照。
９）流通機能として本質的あるいは基本的な事柄を抽出するための条件として以下列挙する事柄は、
久保村他編、前掲書、104頁に依拠した。
10）通商産業省商政課編「90年代の流通ビジョン」財）通商産業調査会、1989年、７頁
11）ここで言う「従業者」という概念が、世情用いられるところの「従業員」という概念と全く異
質のものである点に注意したい。詳しくは林周二「流通研究入門」日本経済新聞社、昭和50年、
59頁～60頁参照。また従業者規模で言えば、商業統計調査における１人～２人というのは、い
わゆる「パパママストア」に該当する。すなわち、店主だけ、あるいは店主と家族のみによっ
て運営されている事業所がこれに該当する。第１回の商業統計調査から、この規模の事業所が
過半以上を占めていたのは、過去の商業統計表からも明らかである。
12）この答申の現状分析等が商業統計調査結果などを基になされているのは、通産省商政課編、前
掲書において15頁～56頁に渡って、多くの調査資料などが掲示されていることからも明らかで
ある。また、かくも多くの調査データを掲載したために、答申の頁数が増大したとも言える。
13）産構審流通部会が物流を採り上げた答申としては、昭和41年10月になされた第５回中間答申
「物的流通の改善について」がある。詳しくは拙稿「戦後流通政策の歩み」作新経営論集、第18
号、７頁～８頁。
14）通商産業省商政課編、前掲書、７頁。
15）平成19年に実施された商業統計調査の結果をみると、平成19年現在の小売事業者数は114万軒で、
昭和57年比で58万軒程減少している。また従業者規模１～２人の事業所の全体に占める割合は
過半を割り、43.9％となっている。その詳細は図１及び図２からも明らかである。なお、いわゆ
る「パパ・ママストア」が小売事業所数に占める割合は商業統計調査が実施されて以来、長い
間50％以上を占めていたが、その構成比率が初めて50％を割ったのは平成９年の商業統計調査
であった。因みに平成９年の構成比は49.9％で、それ以来直近の調査までずっと４割台の構成比
となっている。周知のように、商業統計調査は昭和27年より実施されており、その調査項目及
び調査結果などは我が国の商業・流通を理解する上で、貴重なデータ源となっている。また世
界的に見ても、継続的にこのような調査を実施している国は数少ない。
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16）通商産業省商政課編、前掲書、７頁。
17）通商産業省商政課編、前掲書、８頁。図３にみるように、小売業と異なり、卸売事業所数は調
査年ごとによって増減しているのが解る。本答申が出された昭和63年は前回調査と較べて、卸
売事業所数が増加している。その後の動きをみても平成11年調査までは増減しているが、それ
以降は卸売事業所数にも減少傾向がみられる。また図２にみるように、就業者規模別事業所数
をみると、小売業と異なり、従業者規模１～２人の構成比は２割程度を占めるに過ぎない。む
しろ５人以上の事業所が過半を占めている点が大きな特徴となっている。
18）通商産業省商政課編、前掲書、８頁。
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出所）経済産業省編「平成21年版　我が国の商業」16頁。
図１　小売事業所数の推移
出所）経済産業省編、前掲書、10頁。
図３　卸売事業所数の推移
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
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３～４人
20人以上
５～９人
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卸売
小売 3.88.119.924.243.9
22.2 23.8 27.6 15.7 10.7
出所）経済産業省編、前掲書、９頁。
図２　就業者規模別事業所数の構成比
19）通商産業省商政課編、前掲書、８頁。
20）通商産業省商政課編、前掲書、９頁。この点に関して答申では「近代化活動に一体となって早
くから積極的に取り組んだ商店街、大都市の超広域型商店街
．．．．．．．．．．．
、郊外の幹線道路沿いの新商業集
．．．．．．．．．．．．．．
積
．
等には、駐車場等の公共施設やコミュニティ施設が充実していることもあって比較的順調に
反映しているものが多く、後継者がない商店でも、店舗等の処分が容易なことや店舗の交替が
スムーズなことから、いわゆる『歯抜け状態』の問題は概して生じていない（傍点筆者）」とい
うように述べているが、筆者はこのような指摘は必ずしも物事の本質を捉えていないものと思
料する。何故ならば、通常、我々が問題とする商店街の荒廃問題はこの当時においても、決し
て答申が指摘する大都市の超広域型商店街や、郊外の幹線道路沿いの新商業集積が対象ではな
かったからである。すなわち、商店街の荒廃が特に注目を集めたのは、いわゆる地方の商店街
や、自然発生型商店街の疲弊であり、決して都市や道路沿いの「新商業集積」ではないからで
ある。正に旧来型商業集積、ひいては自然発生型商業集積の荒廃が問題となっていたのである。
21）通商産業省商政課編、前掲書、９頁。
22）ショッピングセンターの将来性に関して答申が「ショッピングセンターにおいても、商店街と
同様に、買物以外のさまざまな機能
．．．．．．．．．．．．
を組み合わせたコミュニティ性やアメニティ性が、近年一
段と求められるようになっており、現にコミュニティ施設やスポーツ、レジャー等のサービス
施設を複合した未来型商業集積
．．．．．．．
の萌芽もみられる（傍点筆者）」と指摘している点は傾聴に値す
る。通商産業省商政課編、前掲書、９頁。何故ならば、このような答申の指摘は正に今日のシ
ョッピングセンターの姿を明瞭に示しているからである。
23）通商産業省商政課編、前掲書、10頁。
24）集中（収集）、分散というような捉え方は、需給結合機能を分析・検討する際の一つの捉え方で
ある。詳しくは拙稿「流通政策についての一考察」作新経営論集、第17号、51頁～52頁参照。
25）通商産業省商政課編、前掲書、10頁。
26）製造業者における共同配送の一例を挙げるならば、食品業界や飲料業界などにおいて、その動
きが顕著である。例えば、アサヒビールとキリンビールとの共同配送はその典型と言ってよい。
27）各輸入形態に関して答申は、次のように解説している。「輸入代理店を通さずに原産国や第３国
の販売店から仕入れる並行輸入
．．．．
、流通業自身が仕様書発注して海外で生産した商品を輸入する
開発輸入
．．．．
、我が国の製造業が円高による海外製造コストの低下を活用して海外の現地法人や自
社工場で生産した商品を輸入する逆輸入
．．．
、個人がカタログ等を通じて直接輸入する個人輸入
．．．．
等、
輸入形態の多様化も進んでいる（傍点筆者）」と。通商産業省商政課編、前掲書、12頁。
28）我が国に存在する障壁に関して答申は次のように分析している。「わが国の流通機構・取引形態
が、和洋折衷の生活スタイル、他品種・少量・多頻度の購買・消費パターン、高水準サービ
ス・高品質志向等のマーケット特性などにきめ細かく対応したものとなっていることに加え、
地価、テナント料、人件費等の諸コストが高いこと、競合状況が激しいことによる」と。通商
産業省商政課編、前掲書、13頁。
29）通商産業省商政課編、前掲書、13頁。
30）通商産業省商政課編、前掲書、57頁。
31）通商産業省商政課編、前掲書、58頁。
32）通商産業省商政課編、前掲書、58頁。
33）通商産業省商政課編、前掲書、59頁。
34）通商産業省商政課編、前掲書、59頁。
35）通商産業省商政課編、前掲書、59頁。
36）答申では、従業者１人当たりの年間販売額を比較している。そこでは小売業において我が国は
16百万円、米国25百万円、英国13百万円、フランス17百万円、西ドイツ16百万円で他国並みと
述べている。また卸売業においても、我が国107百万円、米国94百万円、英国49百万円、フラン
ス35百万円、西ドイツ61百万円と、他国以上だと述べている。さらに在庫回転期間についても、
他国と比較して短期間であると分析している。詳しくは通商産業省商政課編、前掲書、60頁参照。
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37）通商産業省商政課編、前掲書、63頁。
38）通商産業省商政課編、前掲書、64頁。
39）通商産業省商政課編、前掲書、66頁。
40）通商産業省商政課編、前掲書、66頁。
41）通商産業省商政課編、前掲書、67頁。
42）通商産業省商政課編、前掲書、101頁。
43）通商産業省商政課編、前掲書、103頁。
44）通商産業省商政課編、前掲書、104頁。
45）通商産業省商政課編、前掲書、105頁。なお、ここで答申では多様化する消費者ニーズと論述し
ているが、これが誤用であることは筆者が既に指摘しているところである。詳しくは拙著、「リ
ーテルビジネス論」創成社、2006年、149頁～156頁参照。蛇足ながら、答申では量販店も百貨
店同様、日常品を中心とした生活提案型小売サービス業へと進化していくことが期待される、
と指摘している点は注意したい。何故ならば、今日、量販店がこのようなものへと進化できて
いないことが停滞・衰退の基になっていると思料するからである。通商産業省商政課編、前掲
書、105頁。
46）通商産業省商政課編、前掲書、145頁。
47）通商産業省商政課編、前掲書、145頁。
48）通商産業省商政課編、前掲書、146頁。
49）通商産業省商政課編、前掲書、166頁。
178
